
泉佐野市介護予防・日常生活支援総合事業に要する費用の額の算定等に関する基準 

に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この基準は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条

の45の3第２項、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」とい

う。）第140条の63の２第１項第１号及び泉佐野市介護予防・日常生活支援総合事業実施

要綱（平成29年４月１日施行。以下「実施要綱」という。）第16条第２項の規定に基づ

き、指定事業者による第１号事業（以下「指定第１号事業」という。）に要する費用の

額の算定等に関する基準について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、法、施行規則、介護予防・日常生活支援総合事

業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成27年厚生労働省告示第196号）、地域支

援事業実施要綱（平成18年６月９日老発第0609001号厚生労働省老健局長通知「地域支援

事業の実施について」別紙）、介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについ

て（平成27年６月５日老発0605第５号厚生労働省老健局長通知）、実施要綱及び泉佐野

市介護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱

（以下「運営基準」という。）で使用する用語の例による。 

（指定第１号事業に要する費用の額） 

第３条 指定第１号事業に要する費用の額は、別表に定める単位数に次条に規定するそれ

ぞれのサービス区分の１単位の単価を乗じて算定するものとする。 

（１単位の単価） 

第４条 指定第１号事業に要する費用の額の算定に要するサービス区分の１単位の単価

は、次の各号に掲げる額とする。 

 （１）訪問介護相当サービス 10.42円  

 （２）共生型訪問介護相当サービス 10.42円     

 （３）訪問型サービスＡ 10.42円 

（４）通所介護相当サービス 10.27円 

 （５）共生型通所介護相当サービス 10.27円 

 （６）通所型サービスＡ 10.27円 

 （７）介護予防ケアマネジメントＡ 10.42円 

（端数整理） 

第５条 前２条の規定により費用の額を算定した場合において、その額に１円未満の端数

があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

（指定第１号事業支給費） 

第６条 指定第１号事業支給費の額は、第３条の指定第１号事業に要する費用の額に次の



割合を乗じたものとする。 

（１）第１号訪問事業及び第１号通所事業 100分の90 

（２）第１号介護予防支援事業 100分の100 

２ 法第59条の２第１項に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等に係

る指定第１号事業支給費について前項第１号の規定を適用する場合においては、同号中

「100分の90」とあるのは「100分の80」とする。 

３ 法第59条の２第２項に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等に係

る指定第１号事業支給費について第１項第１号の規定を適用する場合においては、同号

中「100分の90」とあるのは「100分の70」とする。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

  附 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、令和３年４月１日から施行し、施行前の指定第１号事業支給費につ

いては、なお従前の例によるものとする。 

（基本報酬に係る経過措置） 

第２条 令和３年９月30日までの間は、指定第１号事業支給費単位表の１訪問介護相当サ

ービス費及び共生型訪問介護相当サービス費のイからヘまで、２訪問型サービスＡ費の

イからヘまで、３通所介護相当サービス費及び共生型通所介護相当サービス費のイ、４

通所型サービスＡ費のイ及び５介護予防ケアマネジメントＡ費イについて、それぞれの

所定単位数の1,000分の1,001に相当する単位数を算定する。 


